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令
和
元
年
度
に
お
け
る
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
が
決

定
し
ま
し
た
の
で
、
７
月
中

旬
に
通
知
し
ま
す
。

４
月
１
日
を
基
準
に
被
保

険
者
の
資
格
が
あ
る
方
（
４

月
１
日
以
降
、
75
歳
に
な
っ

た
方
や
転
入
な
ど
で
資
格
を

取
得
し
た
方
を
含
む
）
に
対

し
、
普
通
徴
収
（
納
付
書
で

の
お
支
払
い
や
銀
行
口
座
か

ら
の
引
き
落
と
し
）
の
方
は

７
月
か
ら
納
付
が
始
ま
り
ま

す
。
特
別
徴
収
（
年
金
引
き

落
と
し
）
の
方
は
、
４
月
よ

り
引
き
落
と
し
が
開
始
さ
れ

て
い
ま
す
が
、
前
年
の
所
得

に
応
じ
て
、
８
月
以
降
の
保

険
料
額
が
決
定
し
ま
す
。

な
お
、
保
険
料
率
は
、
法

令
に
基
づ
き
２
年
間
の
医
療

給
付
費
な
ど
に
応
じ
て
定
め

る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

令
和
元
年
度
の
保
険
料
率
や

負
担
軽
減
額
は
、
東
京
都
後

期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
議

    【所得割額の軽減】

被保険者本人の ｢賦課のもと

となる所得金額 ｣をもとに所得

割額を軽減しています

賦課のもとと
なる所得金額

軽減割合

15 万円以下※ 50％

20 万円以下※ 25％

※については、東京都後期

高齢者医療広域連合独自の

軽減措置です。

総所得金額等の合計が下記に該当する世帯 軽減割合

33 万円以下で被保険者全員が年金収入 80 万円

以下で、かつ、その他の所得がない
8割※

33 万円以下で 8割軽減の基準に該当しない 8.5 割

33 万円　＋（28 万円×被保険者の数）以下 5割

33 万円　＋（51 万円×被保険者の数）以下 2割

＊６５歳以上（平成３１年１月１日時点）の方の公的年金所得につ

　いては、その所得からさらに１５万円（高齢者特別控除額）を差

　し引いた額で判定します。ただし、この１５万円（高齢者特別控

　除額）は所得割額の計算では適用されません。

＊世帯主が被保険者でない場合でも、世帯主の所得は軽減を判定す

　る対象となります。

※総所得金額等の合計額が３３万円以下の場合の軽減割合は介護保

　険料軽減の拡充や年金生活者支援給付金の支給とあわせて見直さ

　れました。また、５割・２割軽減の判定所得の基準額が引き上げ

　られました。

○保険料の計算方法について

令和元年度

後期高齢者医療保険料額 

（限度額：６２万円）

＝

均等割額 

被保険者1人あたり 

４３，３００円

＋

所得割額 

賦課のもととなる所得金額 

×所得割率　８．８０％

※賦課のもととなる所得金額＝前年の総所得金額等の合計－基礎控除額33万円

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
を

　
　
　
　
　
７
月
中
旬
に
通
知
し
ま
す

会
に
お
い
て
議
決
さ
れ
ま
し

た
。
制
度
の
安
定
的
な
運
営

の
た
め
、
期
限
内
の
納
付
に

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

○
保
険
料
の

　
　
　
軽
減
に
つ
い
て

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

保
険
料
は
、

所
得
に
応
じ

て
、
軽
減
す
る
制
度
が
あ
り

ま
す
。
軽
減
を
受
け
る
た
め

に
は
、
所
得
の
申
告
が
必
要

で
す
。

【均等割額の軽減】

　同じ世帯の後期高齢者医療被保険者全員と世帯主の「総所得金額等

を合計した額」をもとに均等割額を軽減しています。

※問い合わせは、住民課

　　　　　☎８３－２１８２

〇会社の健康保険など（国保・国保組合は除く）

　　　　　　　　　　　　の被扶養者だった方の保険料の軽減

後期高齢者医療制度の資格取得の前日まで会社の健康保険など

（国保・国保組合は除く）の被扶養者だった方の均等割額が、加入

から２年を経過する月まで５割軽減、所得割額はかかりません。

平成２９年４月３０日以前に後期高齢者医療制度の対象となった

被扶養者の方は平成３１年３月３１日をもって軽減期間が終了とな

りました。

なお、低所得による均等割額の軽減に該当する場合は、軽減割合

の高い方が優先されます。
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